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日本における研究データポリシーの策定
状況と課題：名古屋大学の取組を中心に

淺
あさ

川
かわ

槙
まき

子
こ

＊

1.	はじめに
　近年、研究データの適切な管理、公開に対する社会
的要求が高まりを見せている。オープンサイエンス
推進の潮流の中で、研究成果だけでなく、その基盤と
なる研究データを適切に管理し、再利用可能な形で公
開することが、学術研究の信頼性の向上やイノベー
ションの促進に資すると考えられている。そのよう
な背景のもと、大学や研究機関では、研究データ管理

（Research Data Management：RDM）の方針として「研
究データポリシー」の策定が進められている。本稿で
は、まず研究データポリシーの政策的背景とその意義
を概観し、日本国内の策定状況を整理する。その上で、
名古屋大学における取組を中心に、策定経緯、基本方
針、実効性を担保する取組、さらに今後の課題と展望
について論じる。

2.	研究データポリシーについての政策的な背景や機
関・研究者にとっての意義

　2003 年、米国国立衛生研究所（NIH）が、研究資
金を申請した研究者に対して、データ管理計画（Data 
Management Plan：DMP）の作成と提出を求めたこ
とを契機に、各国で研究データのオープン化に向け
た制度の整備が行われるようになった（1）。日本では、
2016 年の G7 茨城・つくば科学技術大臣会合での共同
声明（つくばコミュニケ）（2）を契機に、内閣府が第 5
期科学技術基本計画において、オープンサイエンスの
重要性を明記したこと（3）を経て、政府はオープンサイ
エンス推進を重要政策とした（4）。2021 年の第 6 期科
学技術・イノベーション基本計画（5）では、研究データ
の利活用と管理体制の整備を明示的に求めている。具
体的には、機関リポジトリを有する全ての大学・大学
共同利用機関法人・国立研究開発法人において、2025
年までに、研究データポリシーの策定率が 100％にな
ることを目指す（6）。加えて、近年では日本学術振興会

（JSPS）などの研究資金配分機関が、資金配分を受ける、
または受けた研究者に対して DMP の作成と提出を求
めるなど、制度的対応を求める動きも進んでいる。研
究者個人だけでなく、所属機関としての対応能力が問
われる局面にある（7）。研究データポリシーは、こうし

た内外の要請に応えるための制度的基盤として、今後
ますますその重要性を増すと考えられる。

3.	日本国内における研究データポリシーの策定状況
　日本では、大学や研究機関による研究データポリ
シーの策定が徐々に進展しているが、その普及はまだ
限定的である。文部科学省の令和 6 年度「学術情報基
盤実態調査」によると、調査対象の全 816 大学のう 
ち（8）、研究データポリシー（研究データの管理と利活
用について、組織として策定した方針）策定済みの大
学は 258 大学（31.6％）であった（9）。なお、大学 ICT
推進協議会（AXIES）－オープンアクセスリポジトリ
推進協会（JPCOAR）研究データ連絡会によるウェブ
サイトによると、2025 年 10 月時点で約 140 校の大学
がポリシーを公開している（10）。

4.	名古屋大学における研究データポリシー策定の経緯
と基本方針

　名古屋大学では、2019 年に研究者（主に教員）を
対象とした名古屋大学における研究データ管理体制の
整備に関するアンケートを全学で実施し、同年に国立
情報学研究所（NII）の研究データ管理基盤 GakuNin 
RDM を導入した（11）。同年からオープンサイエンス時
代における研究の透明性と信頼性向上を目的として、

「名古屋大学学術データポリシー」の策定作業を開
始し、2020 年にポリシーを策定した（12）。策定にあた
り、学内の研究者、リサーチ・アドミニストレーター

（URA）、図書館員、情報部門などが連携し、他大学・
研究機関や国際動向を参考にしながら、ワーキンググ
ループ等の学内の会議体で議論を重ねた。同ポリシー
は、研究者の自律性を尊重しつつ、学術データの適正
な管理と利活用を支援することを基本方針としてお
り、研究データを含む学術データの定義、管理主体、
大学構成員の責務、大学の責務に関する原則を明確に
している。また、オープンサイエンスの推進に焦点を
あて、研究分野による多様性を考慮し、柔軟な運用が
可能な構造としている点も特徴的である。

5.	名古屋大学における取組とプラクティスの共有と展
開

　名古屋大学では、研究データポリシーの実効性を担
保するため、RDM の実践を支援する具体的な取組と
して、以下の施策を行っている。2021 年には、同ポリ
シー解説の 5「（大学の責務）」に列挙している 9 項目（13）

に対応する「ビジョン／達成目標／施策内容」と「担
当部署」を明記した、大学のアクションプラン「学術
データ基盤整備基本計画」を作成した（14）。2025 年には、
研究データガバナンス強化に向けたルール・ガイドラ
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イン整備の戦略の一つとして、ポリシーを深化させた
「名古屋大学研究データ管理・公開・利活用ガイドラ
イン」を策定した（15）。同ガイドラインは、研究活動の
過程に沿った構成となっており、学内規程と担当部署
の整理を行ったものである。研究代表者（PI）を想定
した研究データ管理責任者の役割と責任を記載し、研
究費申請と日常の研究活動に沿った RDM を連動させ
る意味で DMP の作成を明記している。
　また、名古屋大学では、プラクティスの共有と展開
の一環として、ポリシーが未策定の機関に対するポ
リシー策定支援を行っている。これは、文部科学省の

「AI 等の活用を推進する研究データエコシステム構築
事業」（16）（以下「エコシステム事業」）のうち、研究デー
タエコシステム東海コンソーシアム（以下「東海コン
ソーシアム」）により、会員機関への支援事業の一つ
として実施されているものである。東海コンソーシア
ムは、エコシステム事業の一環である、研究スタート
アップ支援事業（17）によって設立された地域コミュニ
ティであり、全国的な研究データ基盤の構築と活用に
関わる環境整備を推進するため、地域の研究機関を対
象としている。　
　名古屋大学は、エコシステム事業でルール・ガイド
ライン整備チームのリーダー機関であり、東海コン
ソーシアムの事務局を務めている。ポリシー策定支援
にあたっては、支援対象機関が作成した草案をもとに、
支援対象機関、事務局、および当該業務を受託した外
部コンサルタント等が協議を行い、ポリシーやガイド
ラインの策定を支援している（18）。しかし、これらが策
定されても実効性に課題を抱える場合が多い。その一
因として、研究者への周知不足、リソースの制約、専
門的な支援人材の不足などが挙げられる。それらを解
消するための方策として、研究支援者がポリシーやガ
イドライン等にしたがい、効率的に RDM 業務支援を
行うための業務手順書の作成支援も行っている。

6.	おわりに－今後の課題と展望
　本稿では、研究データポリシーをめぐる政策的背
景、日本国内の現状と課題、そして名古屋大学の具体
的取組について概観した。RDM とは、研究者と研究
データを中心とした、組織的な研究活動の効率化と安
全性を確保するための方法論であると考える。適切な
RDM は、学術研究の透明性と信頼性を支える基盤で
あり、未来の学術環境を左右する重要なテーマである。
そのために、今後は、策定したポリシーやガイドライ
ン等のガバナンスの運用が課題となると考える。具体
的には、研究者へのガバナンスの周知と、制度面での
整備と持続可能な支援体制の構築が挙げられる。研究
者全員が RDM の必要性を十分に理解しているとは言

えないため、ガバナンスをはじめとする RDM に関す
る継続的な啓発活動は必要である。また、全学的なシ
ステムとして RDM を定着させるには、人的・財政的
リソースの確保が課題となる。車の両輪のように、学
内制度の整備と支援体制の両面から取り組む大学・研
究機関が増えることで、日本全体としてのオープンサ
イエンスの実現が近づくことが期待される。今後も政
策、制度、実践が連携しつつ、研究データをめぐる環
境がより成熟したものへと進展していくことが望まれ
る。
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